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１．審議の対象とする使用料等  

① 本答申における「使用料・手数料」の定義 

本答申において、使用料とは、「地方自治法第２２５条第１項に規定する行政財産の使用

又は公の施設の利用の対価として徴収することができる料金」と定義する。手数料とは、

「地方自治法第２２７条第１項に規定する特定の者のために行う役務（サービス）の対価

として徴収する料金」と定義する。 

 

○地方自治法 

（使用料） 

第二百二十五条 普通地方公共団体は、第二百三十八条の四第七項の規定による許可を

受けてする行政財産の使用又は公の施設の利用につき使用料を徴収することができる。 

（手数料） 

第二百二十七条 普通地方公共団体は、当該普通地方公共団体の事務で特定の者のため

にするものにつき、手数料を徴収することができる。  

 

② 本答申において審議の対象とする施設の使用料等 

本答申においては、使用料・手数料等の適正化に関する基本方針の対象となる使用料等

のうち、以下の案件を対象としている（その他の使用料等については、別途審議会を開催

し審議を行う）。 

 

 担当課 料金種別 

１ 生涯学習課 複合施設（仮称）使用料 
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２．本審議会における検討の方針  

 本審議会では使用料・手数料等の適正化に関する基本方針を軸に慎重に審議を行った。 

 

使用料・手数料等の適正化に関する基本方針 

 

平成３０年度（２０１８年度）から行なった前回の見直しでは、「受益者負担の適正化」

を図ることを目的に行なった。しかし、熊本地震や新型コロナウイルス感染症の拡大によ

り、町民のスポーツ・文化活動は大幅に縮小しており、住民の「こころの復興」を後押し

する観点も必要である。 

また、第６次益城町総合計画では、町の魅力を発信することにより、交流人口の拡大を

図り、さらには関係人口の増加へ繋げることが重要な取り組みと位置付けられております

ので、町外の団体・個人が利用する施設においては、その観点からの検討も必要である。 

これらのことを踏まえ、「受益者負担の適正化」の観点と「行政経営」の観点から使用料・

手数料の算定を行うこととする。 

 

【受益者負担について】 

施設の運営費については、使用料だけでなく町税等により賄われており、使用料の算定

にあたっては、行政サービスを利用する方としない方の均衡を考慮し、負担の公平性を図

る必要がある。 

一方で、町が設置した公共施設については、町民が使用することにより、町民の健康増

進や福祉の向上といった設置目的が達成される。また、町外から使用者を呼び込むことで、

交流人口が拡大し、賑わいが創出するなどの効果が期待できる。 

このことから、受益者負担については、負担の公平性を確保しつつ、行政経営的視点を

加味して設定するものとする。 

 

【算定方法の基本方針】 

使用料・手数料を算定するにあたっては、次の４つの方針に基づき算定することとする。 

（１） 統一的な方法による原価の算定 

（２） 行政負担と受益者負担の負担割合の明確化 

（３） 減免制度の適正化 

（４） 住民負担の急激な上昇を防ぐための措置の適用 
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３．答申 

 本審議会における審議を踏まえ、対象とした施設の使用料については、次のとおり答申

する。なお、答申に当たって附帯意見を併せて記す。 

［複合施設（仮称）使用料］ 

算定案については適当と判断する。 
 

○使用料算定案 

施設名 
施設使用料 

（1 時間） 

冷暖房使用料 

（1 時間） 

多目的ホール 800 円 600 円 

研修室 1 200 円 200 円 

研修室 2 200 円 200 円 

研修室 3 200 円 200 円 

研修室 4 200 円 200 円 

調理室 200 円 200 円 

和室 1 100 円 100 円 

和室 2 100 円 100 円 

［附帯意見］ 

１） 次期見直しに向けた関連データの収集 

  

複合施設（仮称）については供用開始前の施設であり、今回はさまざまな想定（直営に

よる運営、従前施設の稼働率の準用、他施設の経費の準用など）を基に使用料を算出して

いる。次期見直しに向けては、実績に基づいた使用料の設定ができるよう、施設ごと、時

間帯ごとの利用状況や利用者・利用団体の性格、形態、施設運営に係る経費等に関するデ

ータを収集すること。 

施設管理を指定管理者での運営とする場合は、仕様書等に記載するなどして、指定管理

者に対して上記データの収集を指示すること。 
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２） 周辺環境変化に応じた事業の展開と広報活動 

 

複合施設（仮称）の基本計画策定から５年が経過し、空港周辺の開発やＴＳＭＣの進出

など、周辺環境が大きく変化している。また、立地場所は新住宅エリアにあり、周辺人口

の増加など、今後も変化が継続していくことが想定される。そうした環境の変化に柔軟に

対応しながら、多くの住民に利用していただけるような事業を企画立案し、併せて施設の

利用に関する情報を町内・町外に広く発信するなど、広報活動に力を入れること。 

 

３） 複合化による効果の検証 

 

従前の３施設を複合化したことによる効果が十分発揮されているか、発揮するような運

営がなされているか、検証することが重要である。公民館運営審議会など、それぞれの機

能を検証する審議会等とは別に、複合施設のあり方を毎年検証する場を設定すること。 

 

４．審議を通しての審議会の所見 

 使用料等に係る審議を通して、以下の点について本審議会として所見を述べる。 

 益城町使用料等審議会は中期財政見通しをもとに、使用料等が適正かどうかを判

断する審議会である。今回の審議会においては、町の置かれた現状から、中期財

政見通しを前提とした審議ができなかったが、次期においてはその前提に立った

審議を行いたいと考えている。各担当課においては、依然として厳しい中期財政

見通しを踏まえ、町の財政健全化に向けたあらゆる取り組みを実施していただき

たい。 

 設置条例を作成する際は、これまで審議した際に出された意見を十分に参考にし

ていただきたい。また、役場内部のみで作成するのではなく、何らかの形で外部

のフィルタを通すことも検討していただきたい。 

 町の施設において機能が重複する部分があるので、各施設の比較検討を行い、そ

れぞれの優位な部分を整理していただきたい。各施設が優位性に特化した運営を

行うことで、稼働率が向上すると考えている。 

 

 以上の点について取り組むことは、受益者負担の適正化を推進するだけに留まらず、歳

入確保による町の財政健全化を図るうえで必要であると考える。 

 今後も町執行部においては、こうした視点に立ち、質の高い行政サービスを提供される

ことを期待するものである。 


